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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　３－エチル－３－（２－エチルヘキシルオキシ）メチルオキセタン、３－エチル－３－
ヒドロキシメチルオキセタン、３，３’－オキシビス（メチレン）ビス（３－エチルオキ
セタン）、芳香族エポキシ化合物、および脂環式エポキシ化合物を含む接着剤組成物にお
いて、
　前記接着剤組成物全体１００重量部に対して、前記３－エチル－３－（２－エチルヘキ
シルオキシ）メチルオキセタンは２０～５０重量部であり、前記３－エチル－３－ヒドロ
キシメチルオキセタンは２～８重量部であり、前記３，３’－オキシビス（メチレン）ビ
ス（３－エチルオキセタン）は２～８重量部であり、前記芳香族エポキシ化合物は７～３
８重量部であり、前記脂環式エポキシ化合物は１０～５０重量部含まれるものである、接
着剤組成物。
【請求項２】
　前記芳香族エポキシ化合物は、ノボラック系エポキシ、ビスフェノールＡ系エポキシ、
ビスフェノールＦ系エポキシ、臭素化ビスフェノール系エポキシ、フェニルグリシジルエ
ーテル、ｏ－クレシル（Ｃｒｅｓｙｌ）グリシジルエーテル、およびノニルフェニルグリ
シジルエーテルからなる群より選択された１種以上である、請求項１に記載の接着剤組成
物。
【請求項３】
　前記接着剤組成物は、脂肪族エポキシ化合物をさらに含むものである、請求項１又は２
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に記載の接着剤組成物。
【請求項４】
　前記脂肪族エポキシ化合物は、１，４－シクロヘキサンジメタノールジグリシジルエー
テル、１，４－ブタンジオールジグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリ
シジルエーテル、ネオペンチルジグリシジルエーテル、レゾルシノールジグリシジルエー
テル、ジエチレングリコールジグリシジルエーテル、エチレングリコールジグリシジルエ
ーテル、トリメチロールプロパントリグリシジルエーテル、ｎ－ブチルグリシジルエーテ
ル、および２－エチルヘキシルグリシジルエーテルからなる群より選択された１種以上で
ある、請求項３に記載の接着剤組成物。
【請求項５】
　前記接着剤組成物全体１００重量部に対して、前記脂肪族エポキシ化合物は１～３０重
量部含まれるものである、請求項３又は４に記載の接着剤組成物。
【請求項６】
　前記脂環式エポキシ化合物は、３’，４’－エポキシシクロヘキシルメチル－３，４－
エポキシシクロヘキサンカルボキシレート、ビニルシクロヘキセンジオキシド、ジシクロ
ペンタジエンジオキシド、およびビスエポキシシクロペンチルエーテルからなる群より選
択された１種以上である、請求項１～５のいずれか１項に記載の接着剤組成物。
【請求項７】
　偏光子と、前記偏光子の少なくとも一面に備えられ、請求項１～６のいずれか１項に記
載の接着剤組成物を用いて形成された接着剤層と、
　前記接着剤層上の少なくとも一面に備えられた保護フィルムとを含む偏光板。
【請求項８】
　前記接着剤層の厚さは、０μｍ超過～２０μｍ以下である、請求項７に記載の偏光板。
【請求項９】
　前記保護フィルムは、アクリル系フィルムである、請求項７又は８に記載の偏光板。
【請求項１０】
　表示パネルと、
　前記表示パネルの一面または両面に備えられた請求項７～９のいずれか１項に記載の偏
光板とを含む画像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書は、接着剤組成物、これを用いて形成された接着剤層を含む偏光板に関する。
【０００２】
　本出願は、２０１７年９月２２日付で韓国特許庁に提出された韓国特許出願第１０－２
０１７－０１２２４０７号の出願日の利益を主張し、その内容はすべて明細書に組み込ま
れる。
【背景技術】
【０００３】
　偏光板は、通常、二色性染料またはヨウ素で染色されたポリビニルアルコール（Ｐｏｌ
ｙｖｉｎｙｌ　ａｌｃｏｈｏｌ、以下、「ＰＶＡ」という）系樹脂からなる偏光子の一面
または両面に接着剤を用いて保護フィルムを積層した構造で用いられてきた。従来は、偏
光板保護フィルムとしてトリアセチルセルロース（ＴＡＣ、ｔｒｉａｃｅｔｙｌ　ｃｅｌ
ｌｕｌｏｓｅ）系フィルムが主に使用されてきたが、このようなＴＡＣフィルムの場合、
高温、高湿環境で変形しやすいという問題点があった。したがって、最近は、ＴＡＣフィ
ルムを代替できる多様な材質の保護フィルムが開発されており、例えば、ポリエチレンテ
レフタレート（ＰＥＴ、ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎｅ　ｔｅｒｅｐｈｔｈａｌａｔｅ）、シ
クロオレフィンポリマー（ＣＯＰ、ｃｙｃｌｏｏｌｅｆｉｎ　ｐｏｌｙｍｅｒ）、アクリ
ル系フィルムなどを単独または混合して使用する方策が提案された。
【０００４】
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　この時、前記偏光子と保護フィルムとを付着させるのに用いられる接着剤としては、主
に、ポリビニルアルコール系樹脂の水溶液からなる水系接着剤が使用されている。しかし
、前記水系接着剤の場合、保護フィルムとして、ＴＡＣではない、アクリル系フィルムや
ＣＯＰフィルムなどを使用する場合には、接着力が弱いことから、フィルムの素材によっ
てその使用が制限される問題点がある。また、前記水系接着剤の場合、素材による接着力
不良の問題以外にも、ＰＶＡ素子の両面に適用される保護フィルムの素材が異なる場合、
水系接着剤の乾燥工程による偏光板のカール（ｃｕｒｌ）発生の問題および初期光学物性
の低下などの問題が発生する。さらに、前記水系接着剤を使用する場合、乾燥工程が必ず
必要であり、このような乾燥工程で透湿率、熱膨張などの差が発生して不良率が高くなる
問題点がある。前記のような問題点を解決するための代案として、水系接着剤の代わりに
非水系接着剤を使用する方策が提案された。
【０００５】
　現在まで提案された偏光板用非水系接着剤は、硬化方式によって、ラジカル硬化型接着
剤と陽イオン硬化型接着剤とに分けられる。陽イオン硬化型接着剤の場合、多様な素材の
フィルムに対して優れた接着力を有するという利点があるが、遅い硬化速度および低い硬
化度によって製造工程上多くの欠点がある。このような陽イオン硬化型接着剤の問題点を
解決するために、アクリルアミド系化合物を主成分とするラジカル硬化型接着剤が提案さ
れた。しかし、アクリルアミド系化合物を主成分とするラジカル硬化型接着剤の場合、陽
イオン硬化型接着剤に比べて硬化速度が速いとはいえ、高湿雰囲気では硬化速度が遅くな
り、接着力が低下する問題点がある。一方、偏光板の製造工程は、ポリビニルアルコール
フィルムの膨潤、染着、延伸などが水溶液上で行われる湿式工程を含むため、水分含有量
が高く、よって、前記アクリルアミド系接着剤を偏光板に適用するためには、接着剤の塗
布前に偏光子を熱風乾燥したり、プラズマなどの表面処理をしたりするなどの追加の工程
が行われなければならない。
【０００６】
　したがって、別途の処理なく偏光板に適用できるように、高湿環境でも硬化速度および
接着力が低下しない接着剤の開発が求められている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本明細書は、接着剤組成物、これを用いて形成された接着剤層を含む偏光板を提供しよ
うとする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本明細書の一実施態様は、３－エチル－３－（２－エチルヘキシルオキシ）メチルオキ
セタン、３－エチル－３－ヒドロキシメチルオキセタン、３，３’－オキシビス（メチレ
ン）ビス（３－エチルオキセタン）、芳香族エポキシ化合物、および脂環式エポキシ化合
物を含む接着剤組成物において、前記接着剤組成物全体１００重量部に対して、前記３－
エチル－３－（２－エチルヘキシルオキシ）メチルオキセタンは２０～５０重量部であり
、前記３－エチル－３－ヒドロキシメチルオキセタンは２～８重量部であり、前記３，３
’－オキシビス（メチレン）ビス（３－エチルオキセタン）は２～８重量部であり、前記
芳香族エポキシ化合物は７～３８重量部であり、前記脂環式エポキシ化合物は１０～５０
重量部含まれるものである接着剤組成物を提供する。
【０００９】
　また、本明細書の一実施態様は、偏光子と、前記偏光子の少なくとも一面に備えられ、
前述した接着剤組成物を用いて形成された接着剤層と、前記接着剤層上の少なくとも一面
に備えられた保護フィルムとを含む偏光板を提供する。
【００１０】
　さらに、本明細書の一実施態様は、表示パネルと、前記表示パネルの一面または両面に
備えられた前述した偏光板とを含む画像表示装置を提供する。
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【発明の効果】
【００１１】
　本明細書の一実施態様に係る接着剤組成物は、耐水性に優れ、高い温度の浸水でも安定
的に接着力を維持することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本明細書の一実施態様に係る偏光板の積層構造を示すものである。
【図２】本明細書の一実施態様に係る偏光板の積層構造を示すものである。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本明細書について詳細に説明する。
【００１４】
　本明細書において、ある部分がある構成要素を「含む」とする時、これは、特に反対の
記載がない限り、他の構成要素を除くのではなく、他の構成要素をさらに包含できること
を意味する。
【００１５】
　本明細書において、ある部材が他の部材の「上に」位置しているとする時、これは、あ
る部材が他の部材に接している場合のみならず、２つの部材の間にさらに他の部材が存在
する場合も含む。
【００１６】
　本明細書の一実施態様において、３－エチル－３－（２－エチルヘキシルオキシ）メチ
ルオキセタン、３－エチル－３－ヒドロキシメチルオキセタン、３，３’－オキシビス（
メチレン）ビス（３－エチルオキセタン）、芳香族エポキシ化合物、および脂環式エポキ
シ化合物を含む接着剤組成物において、前記接着剤組成物全体１００重量部に対して、前
記３－エチル－３－（２－エチルヘキシルオキシ）メチルオキセタンは２０～５０重量部
であり、前記３－エチル－３－ヒドロキシメチルオキセタンは２～８重量部であり、前記
３，３’－オキシビス（メチレン）ビス（３－エチルオキセタン）は２～８重量部であり
、前記芳香族エポキシ化合物は７～３８重量部であり、前記脂環式エポキシ化合物は１０
～５０重量部含まれるものである接着剤組成物を提供する。
【００１７】
　本明細書の一実施態様において、前記接着剤組成物全体１００重量部に対して、前記３
－エチル－３－（２－エチルヘキシルオキシ）メチルオキセタンは２０～５０重量部であ
り、より好ましくは３０～４０重量部であり、前記含有量範囲を満足する場合、分子内の
長いアルキル鎖（エチルヘキシル基）のアンカー効果（ａｎｃｈｏｒ　ｅｆｆｅｃｔ）に
よって接着力が向上する。前記３－エチル－３－（２－エチルヘキシルオキシ）メチルオ
キセタンの含有量が、接着剤組成物全体１００重量部に対して、２０重量部未満で含まれ
ると、接着力の向上に寄与することができず、５０重量部超過時には、接着剤組成物のガ
ラス転移温度が低くなって耐久性が弱くなる。
【００１８】
　本明細書の一実施態様において、前記接着剤組成物全体１００重量部に対して、前記３
－エチル－３－ヒドロキシメチルオキセタンおよび前記３，３’－オキシビス（メチレン
）ビス（３－エチルオキセタン）はそれぞれ２～８重量部であり、より好ましくは３～７
重量部である。本明細書の接着剤組成物が前記３－エチル－３－ヒドロキシメチルオキセ
タンまたは前記３，３’－オキシビス（メチレン）ビス（３－エチルオキセタン）を含ま
ない場合、接着力と耐久性が低下する。また、前記３－エチル－３－ヒドロキシメチルオ
キセタンが前記含有量範囲を満足する場合、ヒドロキシ基の水素結合で接着力が向上し、
前記３，３’－オキシビス（メチレン）ビス（３－エチルオキセタン）が前記含有量範囲
を満足する場合、高いガラス転移温度によって耐久性が向上する。
【００１９】
　具体的には、３－エチル－３－ヒドロキシメチルオキセタンの含有量が、接着剤組成物
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全体１００重量部に対して、２重量部未満で含まれると、接着力の向上に寄与することが
できず、８重量部超過時には、接着力の低下だけでなく、接着剤組成物のガラス転移温度
が低くなって耐久性が弱くなる。３，３’－オキシビス（メチレン）ビス（３－エチルオ
キセタン）の含有量が、接着剤組成物全体１００重量部に対して、２重量部未満で含まれ
ると、耐久性が弱くなり、８重量部超過時には、接着力が低下する。
【００２０】
　本明細書の一実施態様において、前記接着剤組成物全体１００重量部に対して、前記芳
香族エポキシ化合物は７～３８重量部であり、好ましくは１０～３０重量部であり、好ま
しくは１５～３０重量部であり、より好ましくは２０～２５重量部である。前記含有量範
囲を満足する場合、前記芳香族エポキシ化合物のベンゼン環が接着剤の疎水性を増加させ
て耐水性が向上する。具体的には、芳香族エポキシ化合物の含有量が、接着剤組成物全体
１００重量部に対して、７重量部未満で含まれると、耐水性の改善効果が大きくなく、３
８重量部超過時には、粘度が高くなって工程性が悪くなる。
【００２１】
　また、前記３－エチル－３－（２－エチルヘキシルオキシ）メチルオキセタン、３－エ
チル－３－ヒドロキシメチルオキセタン、および３，３’－オキシビス（メチレン）ビス
（３－エチルオキセタン）の３種の化合物を使用する場合、前記オキセタンのうち１つの
オキセタン化合物をそれぞれ使用したり、２種の化合物を使用する場合より、３種をすべ
て使用する場合、３－エチル－３－（２－エチルヘキシルオキシ）メチルオキセタンのア
ンカー効果による基材との物理的結合と３－エチル－３－ヒドロキシメチルオキセタンの
水素結合で基材との接着力がより向上する。さらに、３，３’－オキシビス（メチレン）
ビス（３－エチルオキセタン）が接着組成物のガラス転移温度を上昇させて耐久性が向上
する。特に、前記３種をすべて使用する場合、２種の化合物を使用する場合より、接着力
と耐久性が向上する。
【００２２】
　本明細書の一実施態様において、前記芳香族エポキシ化合物は、ノボラック系エポキシ
、ビスフェノールＡ系エポキシ、ビスフェノールＦ系エポキシ、臭素化ビスフェノール系
エポキシ、フェニルグリシジルエーテル、ｏ－クレシル（Ｃｒｅｓｙｌ）グリシジルエー
テル、およびノニルフェニルグリシジルエーテルからなる群より選択された１種以上であ
り、前記芳香族エポキシ化合物は、エポキシ基を２個を有するものがより好ましい。した
がって、ビスフェノールＦジグリシジルエーテル、ビスフェノールＡグリシジルエーテル
などのジエポキシ化合物が耐水性および耐久性において優れた効果を有する。
【００２３】
　前記脂環式エポキシ系化合物は、エポキシ基が脂肪族炭化水素環を構成する隣接する２
個の炭素原子の間に形成されているエポキシ系化合物を意味し、これらに限定されるもの
ではないが、例えば、２－（３，４－エポキシ）シクロヘキシル－５，５－スピロ－（３
，４－エポキシ）シクロヘキサン－ｍ－ジオキサン、３’，４’－エポキシシクロヘキシ
ルメチル－３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート、３，４－エポキシ－６－
メチルシクロヘキシルメチル－３，４－エポキシ－６－メチルシクロヘキサンカルボキシ
レート、ビニルシクロヘキサンジオキシド、ビス（３，４－エポキシシクロヘキシルメチ
ル）アジペート、ビス（３，４－エポキシ－６－メチルシクロヘキシルメチル）アジペー
ト、ビスエポキシシクロペンチルエーテル、２，２－ビス［４－（２，３－エポキシプロ
ポキシ）シクロヘキシル］プロパン、２，６－ビス（２，３－エポキシプロポキシシクロ
ヘキシル－ｐ－ジオキサン）、２，６－ビス（２，３－エポキシプロポキシ）ノルボルネ
ン、リモネンジオキシド、２，２－ビス（３，４－エポキシシクロヘキシル）プロパン、
ジシクロペンタジエンジオキシド、１，２－エポキシ－６－（２，３－エポキシプロポキ
シ）ヘキサヒドロ－４，７－メタノインダン、ｐ－（２，３－エポキシ）シクロペンチル
フェニル－２，３－エポキシプロピルエーテル、１－（２，３－エポキシプロポキシ）フ
ェニル－５，６－エポキシヘキサヒドロ－４，７－メタノインダン、ｏ－（２，３－エポ
キシ）シクロペンチルフェニル－２，３－エポキシプロピルエーテル）、１，２－ビス［
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５－（１，２－エポキシ）－４，７－ヘキサヒドロメタノインダノキシル］エタンシクロ
ペンテニルフェニルグリシジルエーテル、メチレンビス（３，４－エポキシシクロヘキサ
ン）エチレングリコールジ（３，４－エポキシシクロヘキシルメチル）エーテル、エチレ
ンビス（３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート）、３，４－エポキシシクロ
ヘキサンメタノールのε－カプロラクトン（１～１０モル）付加物と、多原子価（３～２
０価）アルコール（ＧＲ、ＴＭＰ、ＰＥ、ＤＰＥ、ヘキサペンタエリトリトール）のエス
テル化化合物などが挙げられる。なかでも、反応性の観点から、特に３’，４’－エポキ
シシクロヘキシルメチル－３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレートを使用する
ことが好ましい。
【００２４】
　本明細書の一実施態様において、前記脂環式エポキシ化合物は、３’，４’－エポキシ
シクロヘキシルメチル－３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート、ビニルシク
ロヘキセンジオキシド、ジシクロペンタジエンジオキシド、およびビスエポキシシクロペ
ンチルエーテルからなる群より選択された１種以上である。
【００２５】
　本明細書の一実施態様において、前記脂環式エポキシ化合物は、３’，４’－エポキシ
シクロヘキシルメチル－３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレートである。
【００２６】
　本明細書の一実施態様において、前記接着剤組成物全体１００重量部に対して、前記脂
環式エポキシ化合物は１０～５０重量部含まれ、好ましくは２０～４０の場合、接着力お
よび耐久性が向上する。
【００２７】
　本明細書の一実施態様において、前記接着剤組成物は、脂肪族エポキシ化合物をさらに
含む。脂肪族エポキシ化合物と脂環式エポキシ化合物を同時に含む場合、脂環式エポキシ
の場合、速い硬化速度と高いガラス転移温度を有しているが、粘度が高くて接着剤の配合
に多量を添加することができない。また、脂肪族エポキシは、脂環式エポキシに比べて硬
化速度およびガラス転移温度が低いが、脂環式エポキシとともに使用することにより、接
着剤の粘度を低下させて工程性を確保することができ、接着剤の接着力および硬化速度、
ガラス転移温度などを好適に調節することができる。
【００２８】
　本明細書の一実施態様において、前記接着剤組成物全体１００重量部に対して、前記脂
肪族エポキシ化合物は１～３０重量部含まれる。
【００２９】
　前記脂肪族エポキシ系化合物は、分子内に脂肪族鎖もしくは脂肪族環を含むエポキシ系
化合物を意味し、これらに限定されるものではないが、例えば、１，４－シクロヘキサン
ジメタノールジグリシジルエーテル、１，４－ブタンジオールジグリシジルエーテル、１
，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、ネオペンチルジグリシジルエーテル、レ
ゾルシノールジグリシジルエーテル、ジエチレングリコールジグリシジルエーテル、エチ
レングリコールジグリシジルエーテル、トリメチロールプロパントリグリシジルエーテル
、ｎ－ブチルグリシジルエーテル、２－エチルヘキシルグリシジルエーテルなどが挙げら
れる。
【００３０】
　本明細書の一実施態様において、前記脂肪族エポキシ化合物は、１，４－シクロヘキサ
ンジメタノールジグリシジルエーテル、１，４－ブタンジオールジグリシジルエーテル、
１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、ネオペンチルジグリシジルエーテル、
レゾルシノールジグリシジルエーテル、ジエチレングリコールジグリシジルエーテル、エ
チレングリコールジグリシジルエーテル、トリメチロールプロパントリグリシジルエーテ
ル、ｎ－ブチルグリシジルエーテル、および２－エチルヘキシルグリシジルエーテルから
なる群より選択された１種以上である。
【００３１】
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　本明細書の一実施態様によれば、前記接着剤組成物は、追加的に、陽イオン開始剤、ラ
ジカル開始剤、光増感剤などを含むことができる。
【００３２】
　本明細書の一実施態様に係る陽イオン開始剤は、活性エネルギー線によって酸（Ｈ＋）
を発生させる化合物で、本発明で使用可能な陽イオン開始剤は、スルホニウム塩（Ｓｕｌ
ｆｏｎｉｕｍ　ｓａｌｔ）またはヨードニウム塩（Ｉｏｄｏｎｉｕｍ　ｓａｌｔ）が含ま
れていることが好ましい。スルホニウム塩（Ｓｕｌｆｏｎｉｕｍ　ｓａｌｔ）またはヨー
ドニウム塩（Ｉｏｄｏｎｉｕｍ　ｓａｌｔ）が含まれた光酸発生剤の具体例としては、ジ
フェニル（４－フェニルチオ）フェニルスルホニウムヘキサフルオロアンチモネート（Ｄ
ｉｐｈｅｎｙｌ（４－ｐｈｅｎｙｌｔｈｉｏ）ｐｈｅｎｙｌｓｕｌｆｏｎｉｕｍ　ｈｅｘ
ａｆｌｕｏｒｏａｎｔｉｍｏｎａｔｅ）、ジフェニル（４－フェニルチオ）フェニルスル
ホニウムヘキサフルオロホスフェート（Ｄｉｐｈｅｎｙｌ（４－ｐｈｅｎｙｌｔｈｉｏ）
ｐｈｅｎｙｌｓｕｌｆｏｎｉｕｍ　ｈｅｘａｆｌｕｏｒｏｐｈｏｓｐｈａｔｅ）、（フェ
ニル）［４－（２－メチルプロピル）フェニル］－ヨードニウムヘキサフルオロホスフェ
ート（（ｐｈｅｎｙｌ）［４－（２－ｍｅｔｈｙｌｐｒｏｐｙｌ）ｐｈｅｎｙｌ］－Ｉｏ
ｄｏｎｉｕｍ　ｈｅｘａｆｌｕｏｒｏｐｈｏｓｐｈａｔｅ）、（チオジ－４，１－フェニ
レン）ビス（ジフェニルスルホニウム）ジヘキサフルオロアンチモネート（（Ｔｈｉｏｄ
ｉ－４，１－ｐｈｅｎｙｌｅｎｅ）ｂｉｓ（ｄｉｐｈｅｎｙｌｓｕｌｆｏｎｉｕｍ）ｄｉ
ｈｅｘａｆｌｕｏｒｏａｎｔｉｍｏｎａｔｅ）、および（チオジ－４，１－フェニレン）
ビス（ジフェニルスルホニウム）ジヘキサフルオロホスフェート（（Ｔｈｉｏｄｉ－４，
１－ｐｈｅｎｙｌｅｎｅ）ｂｉｓ（ｄｉｐｈｅｎｙｌｓｕｌｆｏｎｉｕｍ）ｄｉｈｅｘａ
ｆｌｕｏｒｏｐｈｏｓｐｈａｔｅ）からなる群より選択された１種以上が挙げられるが、
これに限定されるものではない。
【００３３】
　本明細書の一実施態様に係るラジカル開始剤は、ラジカル重合性を促進して硬化速度を
向上させるためのもので、前記ラジカル開始剤としては、当該技術分野で一般的に使用さ
れるラジカル開始剤が制限なく使用可能である。
【００３４】
　本明細書の一実施態様に係る光増感剤は、例えば、カルボニル化合物、有機硫黄化合物
、過硫化物、レドックス系化合物、アゾおよびジアゾ化合物、アントラセン系化合物、ハ
ロゲン化合物、光還元性色素などが挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００３５】
　本明細書の一実施態様において、偏光子と、前記偏光子の少なくとも一面に備えられ、
前述した接着剤組成物を用いて形成された接着剤層と、前記接着剤層上の少なくとも一面
に備えられた保護フィルムとを含む偏光板を提供する。
【００３６】
　図１は、本明細書の一実施態様に係る偏光板の積層構造を示すものである。前記図１に
は、偏光子１の一面に接着剤層２を備え、前記接着剤層上の一面に保護フィルム３が備え
られた偏光板の構造が例示されている。
【００３７】
　図２は、本明細書の一実施態様に係る偏光板の積層構造を示すものである。前記図２に
は、偏光子１の両面に第１接着剤層４および第２接着剤層５を備え、前記第１接着剤層上
の一面に第１保護フィルム６を備え、前記第２接着剤層上の一面に第２保護フィルム７が
備えられた偏光板の構造が例示されている。
【００３８】
　前記偏光子は特に制限されず、当該技術分野でよく知られた偏光子、例えば、ヨウ素ま
たは二色性染料を含むポリビニルアルコール（ＰＶＡ）からなるフィルムを用いることが
できる。前記偏光子は、ＰＶＡフィルムにヨウ素または二色性染料を染着させて製造され
るが、その製造方法は特に限定されない。本明細書において、偏光子は、保護フィルムを
含まない状態を意味し、偏光板は、偏光子と保護フィルムとを含む状態を意味する。
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【００３９】
　次に、前記接着剤層は、前述した本明細書の実施態様に係る接着剤組成物を用いて形成
されたもので、当該技術分野でよく知られた方法によって形成される。例えば、偏光子ま
たは保護フィルムの一面に接着剤組成物を塗布して接着剤層を形成した後、偏光子と保護
フィルムとを貼り合わせた後、硬化させる方法で行われる。この時、前記塗布は、当該技
術分野でよく知られた塗布方法、例えば、スピンコーティング、バーコーティング、ロー
ルコーティング、グラビアコーティング、ブレードコーティングなどの方法で行われる。
【００４０】
　一方、前記硬化は、光硬化、より具体的には、紫外線、可視光線、電子線、Ｘ線などの
活性エネルギー線を照射して行われる。例えば、紫外線照射装置（Ｍｅｔａｌ　ｈａｌｉ
ｄｅ　ｌａｍｐ）を用いて、１０～２５００ｍＪ／ｃｍ２程度の紫外線を照射する方法で
行うことができる。
【００４１】
　あるいは、前記硬化は、熱硬化、より具体的には、６０℃以上の硬化温度での熱硬化に
よって行われてもよい。この時、必要に応じて、熱硬化時の硬化速度を速くするために、
組成物に公知のアミン系開始剤を追加的に添加してもよい。
【００４２】
　あるいは、前記硬化は、前記光硬化後、熱硬化を追加的に行うものであってもよいし、
熱硬化後、光硬化を追加的に行うものであってもよい。
【００４３】
　本明細書の一実施態様によれば、前記接着剤層の厚さは、０μｍ超過～２０μｍ以下で
ある。
【００４４】
　具体的には、０μｍ超過１０μｍ以下が好ましく、０．１～１０μｍまたは０．１～５
μｍのものがさらに好ましい。接着剤層の厚さが薄すぎる場合には、接着剤層の均一度お
よび接着力が低下し、接着層の厚さが厚すぎる場合には、偏光板の外観にシワの寄る問題
が発生することがあるからである。
【００４５】
　本明細書の一実施態様によれば、前記保護フィルムは、偏光子を支持および保護するた
めのもので、当該技術分野で一般的に知られている多様な材質の保護フィルム、例えば、
セルロース系フィルム、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ、ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎ
ｅ　ｔｅｒｅｐｈｔｈａｌａｔｅ）フィルム、シクロオレフィンポリマー（ＣＯＰ、ｃｙ
ｃｌｏｏｌｅｆｉｎ　ｐｏｌｙｍｅｒ）フィルム、アクリル系フィルムなどが制限なく使
用可能である。なかでも、光学特性、耐久性、経済性などを考慮する時、アクリル系フィ
ルムを使用するものが特に好ましい。
【００４６】
　一方、本明細書において、使用可能なアクリル系フィルムは、（メタ）アクリレート系
樹脂を主成分として含む成形材料を押出成形によって成形して取得することができる。こ
の時、前記（メタ）アクリレート系樹脂は、（メタ）アクリレート系単位を含む樹脂を主
成分とするもので、（メタ）アクリレート系単位からなるホモポリマー樹脂だけでなく、
（メタ）アクリレート系単位以外に他の単量体単位が共重合された共重合体樹脂、および
前記のような（メタ）アクリレート系樹脂に他の樹脂がブレンドされたブレンド樹脂も含
む概念である。
【００４７】
　一方、前記（メタ）アクリレート系単位は、例えば、アルキル（メタ）アクリレート系
単位であってもよい。ここで、前記アルキル（メタ）アクリレート系単位は、アルキルア
クリレート系単位およびアルキルメタクリレート系単位をすべて意味するもので、前記ア
ルキル（メタ）アクリレート系単位のアルキル基は、炭素数１～１０のものが好ましく、
炭素数１～４のものがさらに好ましい。
【００４８】
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　また、前記（メタ）アクリレート系単位と共重合可能な単量体単位としては、スチレン
系単位、マレイン酸無水物系単位、マレイミド系単位などが挙げられる。この時、前記ス
チレン系単位としては、これらに限定されるものではないが、スチレン、α－メチルスチ
レンなどがその例に挙げられ；前記マレイン酸無水物系単量体としては、これらに限定さ
れるものではないが、マレイン酸無水物、メチルマレイン酸無水物、シクロヘキシルマレ
イン酸無水物、フェニルマレイン酸無水物などがその例に挙げられ；前記マレイミド系単
量体としては、これらに限定されるものではないが、マレイミド、Ｎ－メチルマレイミド
、Ｎ－シクロヘキシルマレイミド、Ｎ－フェニルマレイミドなどがその例に挙げられる。
これらは、単独でまたは混合して使用可能である。
【００４９】
　前記アクリル系フィルムの製造方法は特に限定されず、例えば、（メタ）アクリレート
系樹脂とその他の重合体、添加剤などを任意の適切な混合方法によって十分に混合して熱
可塑性樹脂組成物を製造した後、これをフィルム成形して製造するか、または（メタ）ア
クリレート系樹脂と、その他の重合体、添加剤などを別途の溶液で製造した後、混合して
均一な混合液を形成した後、これをフィルム成形することもできる。また、前記アクリル
系フィルムは、未延伸フィルムまたは延伸フィルムのうちのいずれであってもよい。延伸
フィルムの場合には、一軸延伸フィルムまたは二軸延伸フィルムであってもよく、二軸延
伸フィルムの場合には、同時二軸延伸フィルムまたは逐次二軸延伸フィルムのうちのいず
れであってもよい。
【００５０】
　本明細書の一実施態様によれば、表示パネルと、前記表示パネルの一面または両面に備
えられた前述した偏光板とを含む画像表示装置を提供する。
【００５１】
　前記表示パネルは、液晶パネル、プラズマパネル、および有機発光パネルであってもよ
い。
【００５２】
　これによって、前記画像表示装置は、液晶表示装置（ＬＣＤ）、プラズマ表示装置（Ｐ
ＤＰ）、および有機電界発光表示装置（ＯＬＥＤ）であってもよい。
【００５３】
　より具体的には、前記画像表示装置は、液晶パネルと、該液晶パネルの両面にそれぞれ
備えられた偏光板とを含む液晶表示装置であってもよいし、この時、前記偏光板のうちの
少なくとも１つは、前述した本明細書の一実施態様に係る偏光子を含む偏光板であっても
よい。すなわち、前記偏光板は、ヨウ素および／または二色性染料が染着されたポリビニ
ルアルコール系偏光子と、前記ポリビニルアルコール系偏光子の少なくとも一面に備えら
れた保護フィルムとを含む偏光板において、局地的に４００ｎｍ～８００ｎｍの波長帯域
における単体透過度が８０％以上の偏光解消領域を有し、前記偏光解消領域の算術平均粗
さ（Ｒａ）が２００ｎｍ以下であり、偏光度が１０％以下で、サギング（ｓａｇｇｉｎｇ
）が１０μｍ以下であることを特徴とする。
【００５４】
　この時、前記液晶表示装置に含まれる液晶パネルの種類は特に限定されない。例えば、
その種類に制限されず、ＴＮ（ｔｗｉｓｔｅｄ　ｎｅｍａｔｉｃ）型、ＳＴＮ（ｓｕｐｅ
ｒ　ｔｗｉｓｔｅｄ　ｎｅｍａｔｉｃ）型、Ｆ（ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｉｃ）型、または
ＰＤ（ｐｏｌｙｍｅｒ　ｄｉｓｐｅｒｓｅｄ）型のようなパッシブマトリクス方式のパネ
ル；２端子型（ｔｗｏ　ｔｅｒｍｉｎａｌ）または３端子型（ｔｈｒｅｅ　ｔｅｒｍｉｎ
ａｌ）のようなアクティブマトリクス方式のパネル；横電界型（ＩＰＳ；Ｉｎ　Ｐｌａｎ
ｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）パネルおよび垂直配向型（ＶＡ；Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇ
ｎｍｅｎｔ）パネルなどの公知のパネルがすべて適用可能である。また、液晶表示装置を
構成するその他の構成、例えば、上部および下部基板（例えば、カラーフィルタ基板また
はアレイ基板）などの種類も特に制限されず、この分野で公知の構成が制限なく採用可能
である。
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【実施例】
【００５５】
　以下、本明細書を具体的に説明するために実施例を挙げて詳細に説明する。しかし、本
明細書に係る実施例は種々の異なる形態に変形可能であり、本明細書の範囲が以下に述べ
る実施例に限定されると解釈されない。本明細書の実施例は、当業界における平均的な知
識を有する者に本明細書をより完全に説明するために提供されるものである。
【００５６】
　＜比較例１～３および実施例１～５＞
　下記表１に記載の重量％で接着剤組成物を製造した。
【００５７】
　－　２０２１Ｐ：３’，４’－エポキシシクロヘキシルメチル３，４－エポキシシクロ
ヘキサンカルボキシレート
　－　ＣＨＤＭＤＧＥ：１，４－シクロヘキサンジメタノールジグリシジルエーテル
　－　ＢＰＦ：ビスフェノールＦジグリシジルエーテル
　－　ＯＸＴ２２１：３，３’－オキシビス（メチレン）ビス（３－エチルオキセタン）
　－　ＯＸＴ１０１：３－エチル－３－ヒドロキシメチルオキセタン
　－　ＯＸＴ２１２：３－エチル－３－（２－エチルヘキシルオキシ）メチルオキセタン
【００５８】
　また、比較例１～３および実施例１～５で製造された接着剤組成物の接着力および熱衝
撃性を測定して、表１に記載した。
【００５９】
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【表１】

【００６０】
　前記表１では、本明細書の芳香族エポキシの含有量を満足する場合、接着力および熱衝
撃性に優れた効果があることが分かる。
【００６１】
　＜偏光板の剥離力評価方法＞
　偏光子と高分子フィルムとの剥離力を測定した。剥離実験は、幅２０ｍｍ、長さ１００
ｍｍの偏光板を用いて、速度３００ｍｍ／ｍｉｎ、９０゜剥離時の剥離力を測定した。剥
離力が２Ｎ／２ｃｍを超える場合を優秀、１Ｎ／２ｃｍ～２Ｎ／２ｃｍの場合を良好、１
Ｎ／２ｃｍ未満の場合を悪いと表示した。
【００６２】
　ＰＶＡ　ＵＰ：アクリルフィルムを固定し、ＰＶＡフィルムを剥がす場合
　ＡＣＲ　ＵＰ：ＰＶＡフィルムを固定し、アクリルフィルムを剥がす場合
【００６３】
　＜耐水性評価方法＞
　偏光板をガラス基板にラミネーション（ｇｌａｓｓ　ｌａｍｉｎａｔｉｏｎ）した後に
、６０℃の恒温槽に浸漬させた。２４時間経過後、偏光子と高分子フィルムとの剥離力を
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測定した。測定方法は、偏光板の剥離力評価と同一である。
【００６４】
　＜熱衝撃性評価方法＞
　偏光板をガラス基板にラミネーション（ｇｌａｓｓ　ｌａｍｉｎａｔｉｏｎ）し、これ
を－４０℃で３０分間放置した後、これを再び７０℃で３０分間放置することを１００回
繰り返し行った。その後、偏光板の外観の変形の有無を肉眼で評価した。偏光板の外観に
おいて端部にのみ２ｍｍ以下のクラックの発生がある場合を優秀、端部以外の５ｍｍ以上
の短い線状のクラックのみ確認される場合を良好、偏光板の全面に多数のクラックが発生
した場合を悪いと表示した。
【００６５】
　＜比較例４～９、実施例４および６＞
　下記表２に記載の重量％で接着剤組成物を製造した。
【００６６】
　また、比較例４～９、実施例４および６で製造された接着剤組成物の接着力および熱衝
撃性を測定して、表２に記載した。
【００６７】
【表２】

【００６８】
　前記表２は、本明細書のオキセタン化合物の含有量を満足する場合、接着力および熱衝
撃性に優れた効果があることが分かる。
【００６９】
　＜比較例１、実施例３および６～８＞
　下記表３に記載の重量％の接着剤組成物を製造した。
【００７０】
　－　ＢＰＡ：ビスフェノールＡジグリシジルエーテル
　－　ＰＧＥ：フェニルグリシジルエーテル
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　－　ｔ－ＢＰＧＥ：４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニルグリシジルエーテル
【００７１】
　また、比較例１、実施例３および７～９で製造された接着剤組成物の接着力を測定して
、表３に記載した。
【００７２】
【表３】

【００７３】
　前記表３は、本明細書の芳香族エポキシ化合物を含む場合、接着力に優れた効果がある
ことが分かる。
【符号の説明】
【００７４】
　　１：偏光子
　　２、４、５：接着剤層
　　３、６、７：保護フィルム
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